（R07　夏　府高教　専門部【定通部】）
項目１④
〇　令和5年3月に策定した「府立高等学校再編整備計画（令和5年度から令和9年度）」に記載しているとおり、近年の通信制高校への進学ニーズの高まりなどから、特に夜間定時制の課程については小規模化が進んでおり、学校運営に支障が出るなど課題が生じている。また昼間の定時制の課程である多部制単位制Ⅰ・Ⅱ部や昼夜間単位制の高校において志願者数が定員に満たない状態が続いている。こうした状況や、中学校においても不登校等を経験した生徒、全日制の課程になじめない生徒、自己のキャリア形成において自由な時間帯での学びを希望する生徒及び他の高校からの編転入学の生徒などの学びの場としての役割を踏まえつつ、多部制単位制Ⅰ・Ⅱ部、昼夜間単位制を含めた定時制の課程について、望ましい学習環境の確保に向けて対応方策を検討してまいる。
項目１⑤
〇　SCについては、公認心理師又は臨床心理士の資格を有する人材をすべての府立高校に配置しているところ。また、昨年度から不登校生徒の在籍率の高い学校に対して、配置回数を大幅に拡充したところ。引き続き、活動報告書、事業調査等を通じて、活用状況や課題等を整理し、事業の効率的な運用に努めてまいる。
〇　SSWについては、勤務時間や回数が固定され柔軟な活用ができないという課題があったので、今年度より大阪府を7つのエリアに分け、各エリアにSSWが週4日勤務するSSW拠点校を設置した。拠点校のSSWが管轄エリアの学校を巡回訪問することで、各校が柔軟かつ即時的にSSWを利用できるようになった。
〇　また、生徒の困難な状況の背景には、心の問題とともに家庭等の厳しい状況もあることから、エンパワメントスクールをはじめ、高等支援学校、高等学校定時制の課程等の一部の学校にはSSWの配置を継続している。
〇　加えて、府立学校向けSSW定期相談会の開催や、SSW未配置校へのSSWSVの定期巡回などを実施することにより、すべての府立学校が専門家に相談できる体制を構築したところ。
〇　今後、SSWの連絡会等で課題等を整理し、事業の効率的な運用に努めてまいる。
項目２④
〇　高等学校の入学は、実施要項の定めるところにより、学力検査の成績等を資料として行う入学者の選抜に基づいて、校長が許可することと定められているところ。
また、学力検査は課程によらず同一の問題を使用することから、全日制の課程と定時制の課程における入学者選抜は、同時間帯で実施している。
〇　なお、令和10年度以降の入学者選抜については、令和7年3月に決定した「大阪府立高等学校入学者選抜制度改善方針」により、夜間定時制及び通信制の課程においては、学力検査を実施せず、調査書と面接等による選抜を基本とすることとした。
項目２⑤
〇　令和7年度入学者選抜から、志願者の利便性向上と教職員の負担軽減に資することを目的として、府立学校でオンライン出願システムを導入した。今後も利用者にとってわかりやすいシステムとなるよう努めてまいる。
項目５③
〇　夜間課程を置く高等学校の給食については、平成20年度からは全校において、デリバリー給食を実施してまいった。しかしながら、年々喫食率が減少し、一部の学校においては、喫食する生徒がいない事態が生じ、また、喫食率が減少することにより一食あたりの単価が上昇し、それによってさらに喫食率が減少するということとなった。このため、平成28年度は受注業者が見込めない状況となったことから、事業を縮小せざるをえず、同年以降、ある程度の喫食が見込める学校において事業を実施することとした。
〇　給食の運営に関しては今後も研究を続けてまいる。
項目６②
〇　生野支援学校の大阪わかば高校敷地内への移転併設にあたっては、両校と教育庁の3者を構成メンバーとするワーキンググループ会議を設置し、検討を行っているところ。工事期間中の授業時実施方法や代替活動場所の確保方策等について、引き続き、検討を重ねてまいる。
項目１０③
〇　就学支援金のオンライン申請については、府立高校及び府内の市立高校では、令和3年度に14校においてテスト実施を開始し、以降、各学校の判断によりオンライン申請の導入を進めていただき、令和7年度初時点では104校で実施いただいていた。
〇　オンライン申請導入校が増えたのは、本来、申請の方法については、利便性等を考慮の上申請者自身が選択できるよう配慮すべきであることをご理解いただいた結果と認識している。
〇　また、令和7年度に創設された「高校生等臨時支援金」制度の申請についてはオンラインで行うことが標準とされたことや、就学支援金制度の申請後に続けて臨時支援金制度の申請ができる仕様になったことに加え、臨時支援金の申請の内容が就学支援金の申請に比べかなり簡単にできる内容であったことから、この機会に全校においてオンラインでの申請をしていただくこととした。
〇　もっとも、ご指摘のようなオンラインの環境がない生徒等について、紙の申請書での申請を希望される場合は、従前のとおりの紙の申請書による申請をお受けする。
〇　なお、申請業務のうち、申請に関する案内の配布や書類の回収、結果通知の配布など、生徒・保護者等と学校との間で行っていただく方がより安全・確実又は効率的と思われる事務については、引き続き学校のご協力を賜りたいと考える。
項目１０⑪
〇　定時制・通信制高校も含め、府立高校に対してヒアリング等を通じて、各学校の実情を丁寧に把握しながら、日本語指導が必要な生徒支援のために非常勤講師を配置しているところ。
〇　また、「日本語教育学校支援事業」において、学校からの要望に応じて、母語で学習支援等の補助をおこなう教育サポーターや多言語学習支援員の配置を行っている。
〇　今後も日本語指導をはじめとした修学支援の充実に向けて、取組みを進めてまいる。
項目１０⑫
〇　府立高校に在籍する障がいのある生徒への支援については、「障がいのある生徒の高校生活支援事業」において、予算の状況等を踏まえながら、配慮の必要な生徒が在籍する学校に、活動補助員、夜間支援員等を措置し、支援の充実を張っている。
〇　また、障がいの状況により個別の指導が必要な場合は、生徒一人ひとりの障がいの状況を把握しながら、学校の要望を踏まえつつ、別途非常勤講師の措置をしている。
項目１０⑬
〇　府教育庁では、府立学校ICTネットワークサポートセンターを設け、校務用端末やLAN教室端末等の機器、およびネットワーク等に関する各校からの問合せに対応しているところ。
〇　ICTに関する設備・機器のトラブルについても、保守事業者、府立学校ICTネットワークサポートセンター及び学校関係者が協力しながら、迅速な対応をしているところ。

〇　また、全校ポータルサイトに、教職員ICTネットワーク及び学校情報ネットワークそれぞれのページを作成し、ネットワークを管理されている教職員の負担軽減になるよう務めている。
〇　併せて、GIGAスクール運営支援センターを設け、全教職員を対象として、児童生徒1人1台端末に関する問合せ対応やFAQサイトの充実、学校訪問による問題の解決を行うとともに、クラウドサービスに関する設定作業の代行等を通じて、各校の支援を実施しているところ。
〇　また、家庭にインターネット環境がない生徒に対しては、引き続き、モバイルルーターの貸出などを実施している。（なお、低所得世帯への支援のため、生活保護世帯については生活保護の生業扶助が、住民税所得割が非課税の世帯については、奨学のための給付金により措置されている。）（施設財務課）
〇　加えて、令和2年度には、普通教室数程度の教員用のChromebookやオンライン学習の配信に必要なカメラ等の購入費用を配当し支援してきたところ。
項目１０⑮
· 府教育庁では、GIGAスクール運営支援センターを設け、全教員を対象として、児童生徒一人一台端末に関すr問い合わせ対応やFAQサイトの充実、学校訪問による問題の解決を行うとともに、クラウドサービスに関する設定作業の代行等をつうじて、各校の支援を実施している。
· また、家庭にインターネット環境がない生徒に対しては、引き続き、モバイルルーターの貸し出しなどを実施している。（なお、低所得世帯への支援のため、生活保護世帯については生活保護の生業扶助が、住民税所得割が非課税の世帯については、小学のための給付金により措置されます）
· 加えて、令和２年には、普通教室数程度の教員用のchromebookやオンライン学習の配信に必要なカメラ等の購入費用を配当し支援してきたところ。
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